
       

                                       

 

 

              

 

  
 

 
 
 

 

１ヶ月以内の期間において繁閑の差がある業務に

ついて、労働時間を弾力的に運用できるのが、１ヶ

月単位の変形労働時間制です。１ヶ月以内の期間を

定めて、この期間中１週間平均の労働時間が、法定

労働時間（40 時間又は 44 時間※１）を超えなけれ

ば、特定された週または日において、法定労働時間

（1 日８時間、週 40 時間又は 44 時間※1）を超えて

労働した場合にも割増賃金が不要となります。 

採用の要件は、①労使協定、就業規則その他これ

に準ずるものにより、１ヶ月単位の変形労働時間制

を定めること、②変形期間は１ヶ月以内の期間とす

ること、③変形期間の１週間の労働時間が法定労働

時間（40 時間又は 44 時間※1）を超えない範囲内に

おいて、変形期間における各日・各週の労働時間

（所定労働時間）をすべて特定することです。  

 

１週間の労働時間が法定労働時間を超えない定め

とするためには、変形期間の所定労働時間の合計を

「法定労働時間の総枠」の範囲内とすれば要件に適

合します。総枠は、変形期間 4 週間のとき 160 時

間、30 日のとき 171.4 時間、31 日のとき 177.1 時

間となります。 

また、前述した制度採用の定めとともに労使協定

または就業規則等に次の事項を定める必要がありま

す。①変形期間の長さ（1 ヶ月以内）とその起算日、

②対象労働者の範囲、③変形期間における各日・各

週の労働時間、④労使協定の有効期間（労使協定で

定める場合）。これにより、1 日 8 時間超、週 40・

44※1時間超の労働時間を定めた場合には、定めた時

間数、総枠を超えたときに、時間外割増賃金を支払

えばよいことになります。（※１特例対象事業の場合） 

 

 

《業務内容》 

人事・労務管理の助言指導、構築支援 

労働・社会保険関係成立、特別加入、算定、年度更

新、資格得喪、給付関係など諸手続、就業規則など

諸規程の作成・見直し・整備・届出、行政官庁の調

査対応、各種助成金の活用支援・助言・申請代行
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          Ｑ＆Ａ その疑問にお答えします！ 

Ｑ．弊社では、有給休暇をもっと柔軟にして、子供の急な発熱等の引き取りや、入院した家族の世話など

にも使いやすくしたいと考えています。どのような方法がありますか。 
 

Ａ．時間単位年休の制度を取り入れてはいかがでしょうか。年次有給休暇は、原則として 1労働日を単位

（日単位）として付与されます。ただし、労使協定を締結した場合には、使用者は、1 年に 5労働日を限

度として、時間単位で年次有給休暇（時間単位年休）を付与することができます。 

時間単位年休は、労務管理上は少し煩雑にはなりますが、子育て真っ最中や要介護者を抱えて働く従業

員にとっては、とても使いやすく感謝される制度だと思います。子供が小さいうちは急な病気での引き取

りの頻度は高いですので、例えば、連絡が来た時点で 15 時まで働いていて、終業時刻が 17 時だとすれ

ば、2時間の時間単位年休を使えれば助かりますよね。また、育児や介護など制約のある従業員だけでは

なく、通院や役所へ立ち寄る等、丸 1日休む必要のない、ちょっとした用事にも使えて便利です。 

時間単位年休に係る労使協定に定める事項は、①時間単位年休を与えることができる労働者の範囲、②

時間単位年休の日数（５日以内）、③時間単位年休 1日の時間数（1日分の年次有給休暇が何時間分の時

間単位年休に相当するのかという時間数を定める。例えば所定労働時間が 7時間 30 分の場合、1時間未満

の端数は切り上げて、所定労働時間を「8時間」として時間単位年休 1日の時間数を定める）、④1時間

以外の時間を単位として付与する場合のその時間数（→２時間などを単位として付与する場合）です。日

単位で取得するか時間単位にするかは、従業員の選択によります。 
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＊編集後記＊ 

 相模原市の障害者施設で、最悪の殺傷事件が起き

てしまい、世の中騒然としています。犯人が以前その

施設で働いていた若者であったということで、企業と

そこで働く人々の関係を扱う社会保険労務士とし

て、この事件は大変ショックでした。このような行為を

絶対に肯定はしませんが、デフレ時代に生まれて、奨

学金返済など卒業時から借金をかかえ、非正規雇用

にしか就けず、将来は現役世代２人で高齢者１人を

支えなければならないといわれる社会保障制度の現

実など、鬱屈したものを抱えざるをえない若者も少な

くないと思います。自己責任との考えもあるかと思い

ますが、今の社会の抱える問題として、助成金を活用

してチャンスをつかんでもらうなど、取り組めることを

コツコツとやっていきたいと思います。 

 
キャリアアップ助成⾦は、いわゆる⾮正規

雇⽤者について、雇⽤の安定化や、均衡待遇
を促進するための助成⾦で、正社員化コー
ス、⼈材育成コース、処遇改善コースと別れ
ています。助成⾦の利⽤には、カリキュラム
や制度を作ったり、いろいろな書類を作成し
たりと、煩雑な作業を伴いますが、今回は⽐
較的利⽤しやすい、正社員化コースを少し詳
しくご紹介したいと思います。 

正社員コースは、就業規則等に規定した制
度に基づき、有期契約者等を正社員等に転換
または直接雇⽤したとき場合に助成されま
す。⽀給額は、下記のとおりです。 

 
〈⽀給額〉 
①有期→正規へ転換  1⼈当たり60万円 
②有期→無期へ転換  1⼈当たり30万円 
③無期→正規へ転換  1⼈当たり30万円 
④有期→多様な正社員 1⼈当たり40万円 
⑤無期→多様な正社員 1⼈当たり10万円 
⑥多様な正社員→正規 1⼈当たり20万円 

 
派遣社員を⾃社の正社員にした場合には、

更に30万円加算があります。また⺟⼦家庭の
⺟等の場合には10万円の加算があります。 

⼿続きの⼤まかな流れとしては、まず、キ
ャリアアップ計画書の作成・提出、就業規則
への転換制度の規定・労基署への届出、転換
制度に定めた試験等を実施、正社員へ転換・
新たな雇⽤契約の締結（雇⽤契約書・労働条
件通知書等書⾯にしておく）、転換後６か⽉
雇⽤継続した後、２か⽉以内に⽀給申請とな
ります。また、対象となる有期契約者等は、
転換前に６か⽉以上雇⽤していることが必要
になります。 

注意すべき点としては、就業規則に制定す
る転換制度の内容について、⼿続き、要件、
実施時期を必ず規定する必要がありますの
で、この部分をしっかり定めること、決めた
とおりに転換制度を運⽤することです。 

また、転換後６か⽉の継続雇⽤が必要で、
⾃⼰都合で６か⽉経過前に退社してしまった
場合は、対象となりません。 

正社員化を考えている良い⼈材がいました
ら、このキャリアアップ助成⾦を検討してみ
てはいかがでしょうか。 

ご相談・申請業務を当事務所で承っており
ますので、ご検討の際には、お気軽にお問い
合わせください︕ 

●Topix● 来年度の雇用保険料下げなど 
 
政府経済対策の原案で、労使で折半している雇用

保険料について、従業員分だけでなく、事業主側の
負担も 2017 年度から時限的な引き下げをする予定
との記事がありました。雇用保険料については、失
業率の低下もあり、今年度も下がっていますが、最
低賃金の引き上げといった賃上げにつなげるため、
企業側の負担の引き下げも打ち出したようです。と
いうことは、来年度の最低賃金の見直し時期には大
幅な最低賃金上げにつながるのでしょうか。。。 

働き方改革では、インターネットを使って自宅で
仕事をする「テレワーク」の推進や若者の長時間労
働是正のための法改正を進め、同一労働同一賃金の
実現へ向けた法改正も準備するようです。 

働き方改革が待ったなしとの政府の危機感は伝わ
りますが、実際に行う企業にとって、仕組みづくり
の丁寧な援助や、わかりにくさを排した、本当に利
用しやすい助成金などの制度が作られることを期待
したいです。 

諸手続 健康保険の資格喪失後の保険給付 
  

健康保険では、傷病手当金または出産手当金を受

けている者が、被保険者の資格を喪失した場合に

は、すぐに働けず、生活が不安定となるため、所得

保障を目的とした継続給付の制度を設けており、引

き続き保険給付を受けられる場合があります。 
支給される要件は、資格喪失日の前日まで引き続

き１年以上被保険者であったこと、資格を喪失した

際に、傷病手当金又は出産手当金の支給を受けてい

る、または受けることができる状態にあることで

す。支給期間は、傷病手当金は支給を開始してから

１年６か月、出産手当金は出産日以前 42 日から出

産日後 56 日までで、被保険者と同じです。また、

ほかにも、要件を満たせば、死亡に関する給付であ

る埋葬料又は埋葬費と出産に関する給付である出産

育児一時金の給付もあります。このような制度を知

っておくと、従業員の退職への不安を少しでも和ら

げてあげることもできますね。 


